
１．はじめに

　2019年度末に国内で始まった新型コロナウイルス感
染症（以下 COVID-19）の拡大により，鉄道も大きな影
響を受けている。鉄道事業者では，お客様に安心してご
利用頂けるよう各種の感染防止対策をとりながら，安全
で便利なモビリティの提供に尽力されている。今後は，
COVID-19収束後の社会における移動に対するニーズ
の変化に対応しつつ，固定費の削減を図っていくことが
鉄道事業者にとって急務となっている。
　鉄道総研では，以前から低コスト化・省設備化に関す
る研究開発を進めているが，鉄道事業者における今後の
固定費削減に向けた取り組みに寄与できるよう，研究開
発のスピードアップを図る必要があると考えている。
　本稿では，自動運転の高度化や一般線区への展開に資
するための研究開発と，汎用技術や 5Gの活用による信
号通信設備の低コスト化に関する研究開発への取り組み
を紹介し，アフターコロナ社会における鉄道の維持・発
展に向けた今後の研究開発の方向，方針について述べる。

２．運転の自動化に向けた研究開発

2. 1　乗務員の業務と自動化に関する課題
　国土交通省が定めている「鉄道の技術上の基準を定め
る省令」の第十一条（動力車を操縦する係員の乗務等）
の解説では，列車に乗務する係員は，①動力車を操縦す

るための係員，②列車防護・運転取扱い業務を担当する
ための係員，③旅客扱い業務を担当するための係員，の
3つに分けることができるとしている。ワンマン運転は，
この 3つの係員の役割を運転士が一人で担うものであ
り，ドライバレス運転は，運転士の代わりとなる係員と
自動化システムが①～③の役割を担うものと言える。な
お，無人運転は，ドライバレス運転の一種であり，列車
に係員が乗務せず，システムと地上の係員が①～③の役
割を担う。
　運転の自動化を実現する形態には，人とシステムの役
割分担によって幾つかの種類がある。鉄道の列車運行に
関する自動化の程度の分け方は，都市鉄道の指令／制御
システムの要件を定めた国際規格 IEC 62267（JIS E 
3802）１）によって定義されている GoA（Grade of Auto-
mation）が用いられる（図 1）。
　日本では，高架構造で踏切がなく，駅のプラットホー
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図１　自動運転における人とシステムの役割分担
 
＊　信号・情報技術研究部長

特集：信号通信技術

鉃道総研報告　Vol.35,  No.10,  2021 1

展 望 解 説



ムにホームドアが完備されており，容易には線路内に立
ち入ることができない路線においては，GoA4の無人運
転が実現されている２）。
　国土交通省では，2018年度から「鉄道における自動
運転技術検討会」（座長 東京大学大学院 古関教授）を
設置し，列車の前頭に運転資格を持たない係員が乗務し
て自動運転を行う方式（GoA2と GoA3の中間のため
GoA2.5と仮呼）以上のグレードの自動運転を，踏切な
どがある一般線区で実施する場合の技術的課題の抽出と
要件の検討を進めている３）。具体的な技術課題としては，
列車前方の線路内などの安全監視や異常時の乗客の避
難・誘導などが挙げられている。

2. 2　運転士の支援・ドライバレス化に資する研究開発
　本特集号では，自動運転の導入・展開や，ワンマン運
転における運転士の支援に資するための研究開発に関す
る論文として，以下の 4件を掲載した。
（1）ATS-DKを活用した自動運転システムの開発
（2） ATS-Pを想定した自動加減速制御のための運転パ

ターン生成技術
（3） カメラと LiDARセンサを統合した列車前方支障物

検知手法
（4）車両側面カメラを用いた安全確認手法
　上記のうち，（3）と（4）は画像処理と AIに代表さ
れるデジタル技術をフルに活用したもので，（3）は今後
ドライバレス運転を一般的な線区に展開していくうえで
必須の技術であり，また（4）はワンマン運転の支援が
目標ではあるがドライバレス化にも展開できる技術と考
えている。
　以降の各項では，本特集号で論文として掲載できな
かった取り組みの中から，一部の事例を簡単に紹介する。
2. 2. 1　遠赤外線画像による踏切内異常検知
　踏切内の異常検知については，従来は自動車の検知を

目的として，レーザービームを踏切道内に照射するシス
テムや，レーザーレーダ等を使用するシステムが導入さ
れてきた。しかし，これらのシステムでは，ある一定以
上の大きさの物体でなければ検知できない，あるいは検
知できない範囲があるなどの制約があった。そこで，遠
赤外線カメラでとらえた温度映像から，画像処理によっ
て踏切内の人物などの車よりも小さい物体を検知するシ
ステムの開発を進めている（図 2）４）。当初は機械学習
の技術を適用していたが，処理量や学習の課題が多いこ
とから，時間的・空間的な差分から物体を高速で認識す
る技術を開発することによって，路面上に倒れた人でも
認識できる性能を実現している。また，処理系を二重化
するとともに，カメラからの映像出力をチェックする仕
組みを開発することで装置の信頼性を高めている。昨年
度までに実用化を意識したプロトタイプ装置の開発が終
わり，現在，実フィールドにおいて各種気象条件下で検
知性能の確認試験を実施している。この方式では，温度
差から対象を検知するため，路面温度と検知対象物の温
度が近いと未検知もしくは誤検知となる可能性がある。
様々な条件下での見逃し確率と誤検知率などを定量的に
評価したうえで，2022年度からは実用化のステージへ
進めたいと考えている。
2. 2. 2　車上カメラによる特殊信号発光機の認識
　特殊信号発光機は踏切の非常ボタンなどと連動して発
光し，運転士に沿線の異常を伝える設備である。多くの
路線では，運転士が発光を目視で確認してブレーキを操
作し，列車を停止させている。この運転士による確認を
支援することで安全性をさらに向上できるよう，車載カ
メラを用いた点滅形の特殊信号発光機の発光検知手法を
開発した（図 3）５）。
　開発した手法では，光学フィルタを装着した車載カメ
ラを用いて列車の前方を撮影し，撮影した動画から画像
処理によって特殊信号発光機の発光のみを検知する。交
通信号機など他の赤色点滅灯との分別を短時間で行うた

図２　遠赤外線画像式踏切内異常検知 図３　車上カメラによる特殊信号発光機の認識
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めに，まず動画に映っている特殊信号発光機の発光パ
ターンを数値化し，あらかじめ特殊信号発光機の発光パ
ターンを登録したデータベースと照合して検知を行って
いる。600m先の特殊信号発光器が発光してから 1秒以
内に検知できることを実験により確認した。
　現在，実用化に向けて，実際に車両に搭載できる装置
の開発を進めており，2022年度に実線区でのモニタラ
ンを行ったうえで，2023年度の実用化を目指している。
また，回転式の発光機にも適用できるアルゴリズムの開
発も並行して進めている。
　なお，本手法はカメラによる前方監視技術の一つの要
素として開発したものである。カメラを用いて発光を検
知するため，動画として情報が残せると同時に，信号機
の現示など他の対象物の検知への適用・展開も可能と考
えている。

３．設備の低コスト化・削減に向けた研究開発

　信号通信設備に係る固定費の削減に向けては，装置自
体のコストを下げるほか，必要な設備そのものを減らす
ことが必要となる。ここでは，装置自体の低コスト化や
設備数の削減に資する技術として，汎用プロセッサによ
るフェールセーフ装置の構成と，5Gを保安用途へ適用
するための研究開発の事例を紹介する。
　なお，2020年度の鉄道総研講演会６）と本誌７）上にお
いて，「列車運行の自律化」を鉄道の将来に向けた研究
開発の一つとして構想を紹介したが，これは，2章で述
べたドライバレス運転をさらに高度化しつつ，地上に置
かれる保安設備数の削減を目指すものである。

3. 1　汎用プロセッサによるフェールセーフ装置の構成
　鉄道信号システムでは，システムに障害が生じた場合
に，システムを安全な状態に維持もしくは，安全な状態
へと遷移するフェールセーフ性を確保することが基本と
なっている。このため，故障時に接点が落下側となるリ
レーや，コンピュータを用いる場合も装置単体で入力・
処理・出力それぞれでのフェールセーフ性を実現する
フェールセーフ装置によって構成されている。しかし，
フェールセーフ装置は概して高コストとなるため，近年，
性能向上が著しい汎用のプロセッサを活用することで保
安装置を低コストで構成する手法が検討されている。
　汎用プロセッサを鉄道信号システムへ適用するに当
たっては，装置単体ではフェールセーフ性を持たないこ
と，また，製品のライフサイクルが短いことから，シス
テム全体のライフサイクル内での保守や更新が困難とな
る，という課題がある。
　そこで，汎用プロセッサを安全に係る処理に適用する
際の要件を整理・定義したうえで，システム全体の安全

分析を行うフェーズと，安全要件の確認を行うフェーズ
によって，システムを構成するためのフローを提案した
うえで，最初の段階として，フェールセーフ装置の入出
力部に汎用プロセッサを適用する構成法を提案した８）。
また，汎用コンピュータや公衆回線の利用において課題
となるセキュリティ確保についても，フェールセーフ装
置で暗号化技術を適用するためのフレームワークも示し
た。今後は，さらに一歩進めて，フェールセーフ装置に
よらずに汎用プロセッサのみでシステムを構成する手法
の研究開発を進めていく予定である。

3. 2　保安制御への5Gの活用
　鉄道における 5Gの適用については，既に各鉄道事業
者が通信事業者と連携して主に旅客サービスの向上に関
する実証実験を行っており，新しいサービスの提供が始
まろうとしている。しかし，列車の運行制御など安全に
係る情報伝達への 5Gの適用に関する検討・実証につい
てはまだ十分に行われていない。保安用途に 5Gが活用
できれば，自営の対列車通信システムを置き換えること
が可能となるほか，地上の自営ネットワークも簡素化す
ることが期待できる。
　そこで，無線式列車制御や将来の自動運転など，列車
のさらなる安全・安定運行を実現するための 5Gの活用
方法を確立すべく，伝送の信頼性や遅延などの性能評価
を行うとともに，5Gの特徴を活かした制御システムの
構成等に関する研究開発に取り組んでいる。
　2021年 3月に，鉄道総研の所内試験線に 28GHz帯を
使用したノンスタンドアローン（NSA）方式のローカ
ル 5Gシステムを構築した（図 4）。基地局と端末での
制御信号のやり取りのためのアンカーとして，2.5GHz
帯の自営 LTEシステム（自営 BWA）を導入している。
ローカル 5Gだけでなく，自営 LTEシステム用の特定
無線局の免許も同時に取得し，ローカル 5Gと自営 LTE
による伝送特性の比較も可能としている。
　今後，鉄道環境における 5Gの伝送特性を定量的に把握
し，信頼性や遅延などの評価を行う予定である。また，世

図４　ローカル5Gシステムの構成
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界鉄道連合（UIC）が進めている次世代鉄道移動通信シ
ステム（Future Railway Mobile Communication System：
FRMCS）に関する検討と，国内の鉄道事業者におけるニー
ズなどを踏まえながら，鉄道の運行制御を中心とする 5G
活用に向けたガイドラインの素案を 2021年度末までに作
成，提案する予定である。

４．アフターコロナ社会に向けた研究開発

　COVID-19が発生する以前から，固定費の削減や，
ニーズの変化に柔軟に対応できる運行制御の実現に向け
た研究開発に取り組んできたが，これらの取り組みは，
アフターコロナの社会において鉄道を維持・発展させて
いくためにも重要なものと認識している。特に，運転の
自動化や省設備化など，固定費削減に直結する技術につ
いては，研究開発のスピードをさらに加速させなければ
ならないと考えている。
　まずは，多様なデータと最新のデータ処理や AIの活
用手法を確立することにより，運転士の判断に係る負荷
や時間の削減，さらには自動化を目指したい。また，
AIを適用する際に用いられる汎用の CPUと GPUなど
の高速プロセッサや，第五世代移動体通信システム
（5G）などの無線通信ネットワークの技術を，安全に
関わる業務に適用するために必要となる信頼性・妥当性
の評価手法と処理結果の異常を検知する手法を早期に構
築することにより，システムや装置の低コスト化と高信
頼化を同時に実現することも目指したいと考えている。
　さらには，分野横断のデータ共有基盤の構築，列車運
行の自律化など，省人化・省設備化・省エネ化を同時に
実現できる新しいシステムへとシフトしていくための将
来に向けた研究開発にも精力的に取り組んでいきたい。
　また，成果の提供，発信のタイミングを早めることも
必要と考えている。これまでは，成果の発信・提供を，
実用性や信頼性が確実となった時点で行ってきたが，制
約条件がある，あるいは性能が限定的な段階であったと
しても，部分的にでも鉄道事業者のニーズに応えられる
成果がでた時点で早期に提案，提供していくことが重要
と考えている。特にデジタル技術を活用した成果につい
ては，ベースとなるデジタル技術自体の進展や陳腐化の
スピードが速いため，早期に鉄道事業者へ展開して使っ
て頂きながらブラッシュアップしていくアプローチが必
要と考えている。ただし，安全性や旅客の満足度に直結
するような課題については慎重に性能や効果を検証する
必要があり，従来と同様に完成度を高めてから提案，提
供しなければならない研究開発もあるので，全ての研究
開発の成果を一律に扱うことはせず，鉄道事業者からの
ご意見を頂きながら，早期に提供すべき研究成果を慎重
に選定していく必要があると認識している。

５．おわりに

　本稿では，運転の自動化や省設備化に資する技術の研
究開発について取り組み状況を紹介させて頂いた。また，
アフターコロナ社会における鉄道の維持・発展に資する
ための研究開発について方向性と考え方を述べた。
　COVID-19を収束させるべくワクチン接種や治療薬
の開発が進むなど明るい兆しは見えて来てはいるもの
の，長期的・継続的な感染防止対策が引き続き求められ
ている状況である。移動に対するニーズが大きく変化し，
鉄道事業が非常に厳しい状況に置かれている中でも，列
車を毎日定時に動かすために努力されている鉄道事業者
における業務の省力化，効率化に少しでも資することが
できるよう，今後の研究開発に取り組みたいと考えてい
る。また，アフターコロナ社会における人々の移動や物
流の形態の変化に対応していくために必要な技術は何か
を考え，今後の研究開発に反映させていくことも重要で
ある。社会基盤としての鉄道の維持はもちろん，さらな
る発展に少しでも寄与できるよう，国内外の鉄道事業者
や先端技術を有する研究機関・メーカー・大学と連携さ
せて頂きながら，研究開発に鋭意取り組んでいきたい。

　本稿で紹介した 5Gに関する研究開発は，株式会社日
立製作所と共同で実施したものである。
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